
（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

完了年度 総事業費

前回 前回

最終 最終

事
後

１

○事業実施における
課題
南海トラフ地震発生
の可能性が高まって
おり、排水機場の耐
震化が必要です。

〇事業の課題
・南海トラフ地震発生の
危険性が年々高まって
きており、地震後にも排
水機能が確保できるよう
に、排水機場の耐震化
を進める必要がありま
す。
・類似の別事業が存在
することもあり、事業目
的等が地域住民に十分
理解されていない可能
性があります。

〇課題の解決方針
・現在、既設の排水機場
についての耐震調査を
進めており、耐震対策
の必要な排水機場につ
いては、早急に耐震対
策を進めていきます。
・今後、湛水防除事業を
行う場合には、類似事
業との違いや事業目的
等を地域住民に十分に
理解してもらえる様に努
めます。

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。

（総括意見）
今後、同種の事
業を行う場合に
は、事業目的等
を地域住民に十
分に理解しても
らえる様、努め
られたい。

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

事業の効果
事業の環境面への

配慮及び事業による
環境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

H18 2,919

【全体事業概要】
・城南排水機場
機場工 φ1200mm×3台

【事業目的】
当地区は、揖斐川と員弁川
に挟まれた河口部に位置す
る輪中地域で、海抜-2.0～-
0.5mの低湿地地帯である。
桑名市城南排水機場は老
朽化が著しく、地盤沈下の
影響もあって、排水状況が
悪化している状況であった。
このような状況に対応する
ために、桑名市城南排水機
場を更新し、農業経営の確
立と高度利用を図るもので
ある。

H19 2,716

H5
桑
名
市

城
南
地
区

【費用対効果分析】
（Ｓ６３[改訂]解説
土地改良の経済効
果より）
H15再評価時投資効
率 ＝１．０９
完了後現在の投資
効率 ＝１．１９

【効果の検証】
アンケート結果から、
事業完了後の降雨
に対しては、被害が
ありませんでした。

・工事の際には濁水
対策を行い、周囲の
環境に十分配慮しま
した。

・アンケート結果から
も事業実施前後の自
然環境は大きく変
わっていないことが
伺えます。

・本地区における認
定農業者数と農地集
積化率は増加傾向
にあります。

平成５年
認定農業者数 ０人
農地集積化率 ０％

平成２２年
認定農業者数 ５人
農地集積化率 ８．
８％

平成２５年
認定農業者数 ７人
農地集積化率 １８．
６％

（桑名市への聞き取
りによる）

県民の意見 今後の課題 委員会意見概要 事業方針概要

○アンケート調査内容
排水機場を更新した9地
区の住民186戸に対して
配布しました。

○調査結果
農家95戸、非農家60戸
の 155戸から返信があ
りました。（回収率
83.3％）

・Ｑ7.農業面での効果
は、全体のうち37人の
方に、「農道や用・排水
路の維持管理が楽に
なった」回答をいただ
き、全体的に良くなった
という回答をいただきま
した。

・Ｑ9.農業以外の効果
は、「排水が良くなった」
「安全・安心感が増した」
と回答いただきました。

・Ｑ11.その他の意見に
ついては以下のとおりで
す。

・湛水防除事業のア
ピールが必要。

・湛水防除事業によ
り衛生的になった。

・広島のような大雨
の場合、桑名市は大丈
夫か。

・湛水防除事業に対
する周知不足。
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全体事業概要と目的
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（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

前回 前回

最終 最終

事
後

２

地
盤
沈
下
対
策
事
業

502

城
南
地
区

桑
名
市

【全体事業概要】
・用水路工 L=26,335m
排水路工 L=9,568m
揚水機工 1箇所（φ400mm
×3台）

H5

H19 2,200

【費用対効果分析】
（Ｈ１９ 新たな土地
改良の効果算定マ
ニュアル）
H15再評価時投資効
率 ＝１．１１
最終計画変更時投
資効率 ＝１．３２
完了後現在の投資
効率 ＝１．３７

【効果の検証】
地盤沈下は終息状
況にあり、事業完了
後に沈下による施設
の被害はありません
でした。

・工事の際には濁水
対策を行い、周囲の
環境に十分配慮しま
した。

・アンケート結果から
も事業実施前後の自
然環境は大きく変
わっていないことが
伺えます。

・本地区における認
定農業者数と農地集
積化率は増加傾向
にあります。

平成５年
認定農業者数 ０人
農地集積化率 ０％

平成２２年
認定農業者数 ５人
農地集積化率 ８．
８％

平成２５年
認定農業者数 ７人
農地集積化率 １８．
６％

（桑名市への聞き取
りによる）

○アンケート調査内容
排水機場を更新した9地
区の住民186戸に対して
配布しました。

○調査結果
農家95戸、非農家60戸
の 155戸から返信があ
りました。（回収率
83.3％）

・Ｑ15.農業面での効果
は、全体のうち53人の
方は、「効果あり」との回
答でした。
どのような、効果があっ
たかの質問には、45人
の方が「農道、用水路、
排水路の維持管理が
楽」と回答されました。

・Ｑ16.農業以外の効果
は、「雨水排水の改
善」、「大雨時の安全、
安心」と回答いただきま
した。

・Ｑ17.周辺環境への影
響は、全体のうち130人
の方は環境の変化なし
に回答がありました。

・Ｑ18.その他の意見は
以下のとおりです。

・水の管理が大変し
やすくなった。
・継続して事業を実施し
てほしい。
・安心・安全・安定を今
後ともお願いします。
・用水路がパイプライン
になって水の管理がし
やすくなった。

○事業実施における
課題
地盤沈下は収まりつ
つありますが、沈下
量の調査結果を注視
しながら、必要に応じ
て対策事業を行いま
す。

〇事業の課題
・地盤沈下は終息しつつ
あり、具体的な課題は
生じていない状況です。
・事業目的等が地域住
民に十分理解されてい
ない可能性があります。

〇課題の解決方針
・今後は地盤沈下調査
会の調査結果を注視し
ながら、必要に応じて対
策事業を行っていきま
す。
・今後、同種の事業を行
う場合には、解りやすい
事業名称を用いる等、
事業目的等について地
域住民に十分に理解し
てもらえる様に努めま
す。

【事業目的】
本地区は、桑名市の南端揖
斐川河口右岸に位置し東に
旧長島町、西に川越町に接
しており地区の標高はマイ
ナス2.2m～マイナス0.5mの
範囲で、自然排水が出来な
い海抜0m地帯となってい
る。整備後からの地盤沈下
量は、約0.3m～1.2mにも及
び、施設に多大の機能障害
が発生し、営農の大きな障
害となっていた。
これら用排水施設の整備に
より、地盤沈下による用水
路・排水路の機能障害の解
消および農業基盤の高度利
用と農業経営の安定化を図
ることが本事業の目的であ
る。

H21 2,844

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。
今後、同種の事
業を行う場合に
は、事業目的等
を地域住民に十
分に理解しても
らえる様、努め
られたい。

県民の意見 今後の課題事業の効果
事業の環境面への

配慮及び事業による
環境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化
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（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

事
後

３

番

号

箇

所

名

市

町

名

全体事業概要と目的
採択年

度
事業方針概要事業の効果

事業の環境面への
配慮及び事業による

環境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

県民の意見 今後の課題 委員会意見概要

「直接的効果」
① 計画時の事業目的
の達成状況の評価

本事業における用水
のパイプライン化や農
道の拡幅によって、水
管理労力や営農経費
が削減されたことか
ら、担い手への農地集
積が進みました。
平成１５年
認定農業者数 4名
法人 1組織
農地集積化率 8.8ha
5.4%
平成２０年
認定農業者数 4名
法人 1組織
農地集積化率 67.2ha
41.5%
平成２５年
認定農業者数 4名
法人 1組織
農地集積化率 122.1ha
75.4%

② 当初の効果と完了
後の効果の比較結果
（「 S63 解説 土地改
良の経済効果」より）

計画時の投資効率
＝１．１１

現在の投資効率
＝１．１８

③ 完了後の利用・維
持管理の状況はどうか

用水路のパイプライ
ン化や農道の拡幅によ
り、農作業の効率化が
図られました。さらに担
い手への農地集積も
計画以上に促進されて
おり、地域農業の改善
につながっています。

また施設は適正に維
持管理されています。

事業実施後も鈴鹿川
からの取水に伴い、
魚の稚魚などが水田
に流入していること
から、自然環境に大
きな変化は見られて
いません。アンケート
結果からも事業実施
前後の自然環境は
大きく変わっていな
いことが伺えます。

本地域（鈴鹿市）の
総人口については、
国勢調査によると、
平成12年の186,151
人に対して、平成22
年では199,203人とな
り、７％増加してい
る。
しかし、地域農業の
動向としては、耕地
面積、農家戸数、農
業就業人口ともに減
少している。

平成１２年
耕地面積 6,520ha
農家戸数 4,320戸
農業就業人口 7,018
人

うち65歳以上 1,811
人

平成２２年
耕地面積 6,170ha
農家戸数 2,857戸
農業就業人口 4,066
人

うち65歳以上 2,726
人

増減率
耕地面積 -5.3%
農家戸数 -40.1%
農業就業人口 -
42.1%

うち65歳以上
+50.5%

（出典：農林水産統
計年報、農林業セン
サス）

アンケート調査内容
・地域内の８集落の住

民３３９戸にアンケート
調査を実施し、２７２戸
から回答を得ました。

調査結果
⑤ 農業面の効果は８
４％の方が「効果があっ
た」との回答で、そのほ
とんどが「農作業や用水
管理が楽になった」との
回答でした。

⑦ 農業以外の効果につ
いては、「農道における
車両の通行がスムーズ
になった」との回答が６
３％あり、「水質が昔より
良くなった」との回答が１
５％でした。

⑧ 自然環境について
は、「変わらない」が３
７％で最も多い回答でし
た。

当事業によって農地
の担い手への集積
が進む結果となり、
事業としての一定の
効果はあったと考え
る。しかし、そのこと
により「土地持ち非
農家」が増加するこ
とになったことから、
例えば農地の草刈り
や排水路の泥上げ
等もしないといった、
「農業離れ」が進行
し、農地や農業用施
設の維持管理を地域
で行うことが難しく
なってきた。そのた
め、今後は、地域全
体で農地の保全管
理をしていくような取
り組みを進めて行く
よう、例えば「日本型
直接支払いの多面
的機能支払制度」等
を活用することを指
導するなどして、地
域全体での農業へ
の取り組みを支援し
ていくことが必要と考
える。現在、そういっ
た組織を立ち上げる
機運も当該地域では
高まっている。

○事業の課題
・現在、農業就業人口は
減少するとともに、65歳
以上の占める割合が増
加しており、農家の高齢
化の進行や、後継者不
足が懸念されています。
・農家数の減少などによ
り、農業者だけで農地や
農道、用排水路の維持
管理が困難な状況と
なっています。

○課題の解決方針
・水資源の効率的な利
用や水管理の省力化に
つながる用水路のパイ
プライン化を進めること
により、担い手農家の育
成と農地の集積を促進
し、安定的な農業経営
ができるよう支援してい
きます。
・農業用施設の維持管
理を農家のみならず、非
農家も含めた活動とす
るため、農地や、農業用
施設、農村環境の保全
向上を図る「多面的機能
支払制度」の積極的な
活用を支援していきま
す。

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。

経
営
体
育
成
基
盤
整
備
事
業

503

鈴
鹿
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鈴
鹿
市

【全体事業概要】
用水路整備 L=18.2km、
農道整備 L=8.9km

H15

H19 1,110

【事業目的】
当事業区域は、鈴鹿市の東
部に位置し、主に米づくりが
行われている地域である。
近年、農業従事者の高齢化
や後継者不足の問題によ
り、施設の維持管理にも苦
慮している。こうしたことか
ら、農業生産性の向上等の
農業経営の合理化を図るこ
とで、優良農地を適切に維
持・保全し、安全で安心な食
料の生産に資することを目
的としています。

H20 1,162



（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事
後

４

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。

（総括意見）
今後、同種の事
業を行う場合に
は、事業目的等
を地域住民に十
分に理解しても
らえる様、努め
られたい。

1,360

『直接的効果』
【費用対効果分析】
（Ｓ６３[改訂]解説
土地改良の経済効
果より）
計画当初の投資効
率 ＝１．４１
完了後現在の投資
効率 ＝１．５６

【効果の検証】
アンケート結果から、
事業完了後の降雨
に対しては、被害が
ありませんでした。

・本地区における認
定農業者数と農地集
積化率は増加傾向
にあります。

平成１２年
認定農業者数 ０人
農地集積化率 不明

平成２２年
認定農業者数 ３人
農地集積化率 １４．
９％

平成２６年
認定農業者数 ４人
農地集積化率 ２９．
３％

（明和町への聞き取
りによる）
※農地集積化率は
明和町全体のもの

○アンケート調査内容
排水機場を更新した３地
区の住民166戸に対して
配布しました。

○調査結果
農家２８戸、非農家５０
戸の７８戸から返信があ
りました。（回収率
47.0％）

・Ｑ８.農業面での効果
は、全体の６割程度の
方が良くなったと回答い
ただいています。悪く
なったとの回答は、あり
ませんでした。

・Ｑ10.農業以外の効果
につきましては、「安全・
安心感が増した」「排水
が良くなった」と良い効
果を多く答えていただき
ました。

・Ｑ11.周辺環境への影
響については、大半の
人が影響がないと回答
しました。

・Ｑ12.その他以下の意
見がありました。

・ポンプ場は地域の
重要な施設であるので、
しっかり維持管理して欲
しい。

・近年、頻発している
ゲリラ豪雨に対応できる
ようにして欲しい。

○事業実施における
課題
南海トラフ地震発生
の可能性が高まって
おり、排水機場の耐
震化が必要です。

〇事業の課題
・南海トラフ地震発生の
危険性が年々高まって
きており、地震後にも排
水機能が確保できるよう
に、排水機場の耐震化
を進める必要がありま
す。
・類似の別事業が存在
することもあり、事業目
的等が地域住民に十分
理解されていない可能
性があります。

〇課題の解決方針
・現在、既設の排水機場
についての耐震調査を
進めており、耐震対策
の必要な排水機場につ
いては、早急に耐震対
策を進めていきます。
・今後、湛水防除事業を
行う場合には、類似事
業との違いや事業目的
等を地域住民に十分に
理解してもらえる様に努
めます。

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

全体事業概要と目的
採択年

度
事業の効果

事業の環境面への
配慮及び事業による

環境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

県民の意見 今後の課題 委員会意見概要 事業方針概要

【事業目的】
当地区では、湛防祓川地区
により排水機場２ヶ所を整備
し、これまで湛水被害の解
消に対応してきた。しかし、
施設の老朽化による機能低
下や機器の損耗の促進、排
水河川の堆砂による外水位
の上昇等により、近年湛水
規模が拡大する状況にあっ
た。当事業はこの現状に鑑
み、下記の工事を実施する
ことにより湛水被害を未然に
防止し、地域の治水の安全
確保と農業経営の安定に寄
与しようとするものである。

H20 1,122

・工事の施工時に
は、汚濁防止フェン
ス等の濁水対策を行
いました。

・アンケート結果から
も事業実施前後の自
然環境は大きく変
わっていないことが
伺えます。

湛
水
防
除
事
業

504

明
和
第
二

明
和
町

【全体事業概要】
・川尻排水機場
機場工 φ700mm×１台、
φ1000mm×１台
・藤原排水機場
機場工 φ700mm×１台、
φ1000mm×１台

H12

H20



（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事
後

５

中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業

H13

H20 3,050

「直接的効果」
① 計画時の事業目的
の達成状況の評価

ほ場整備、道路・水
路の整備を行うことに
より農作業における機
械化や、ほ場の排水不
良の解消が図られたこ
とに伴い、農作業の効
率化や維持管理労力
が軽減され、耕作放棄
地化が防止されていま
す。

研修室や加工展示室
を備えた活性化施設
で、地元農家・地域の
研修の場として利用さ
れており、加工展示室
では、地元の特産品で
あるみかんを持ち込み
ジュースの加工で利用
され、評価を得ていま
す。
② 当初の効果と完了
後の効果の比較結果
（S63 解説 土地改良
の経済効果による）
計画時の投資効率＝
2.45 現在の投資効率
＝2.04
活性化施設の利用人
数 計画5,838人 実
績（H25）5,272人
③ 完了後の利用、維
持管理の状況はどうか

農業生産基盤の整
備により農業機械の導
入が進んでいます。ま
た、土地改良施設につ
いては維持管理労力
が
低減されました。整備
をキッカケに集落営農
が広まりつつあるもの
の、まだまだ個人個人
による維持管理が続け
られている状況です。

アンケート結果から
は「排水が良くなっ
た」「用水がきれいに
なった」など意見をい
ただいています。

農産物価格が低迷
し、高齢化が進展し
ているなか、営農意
欲が低下していまし
たが、農業生産基盤
の実施により、生産
性が向上したこと、
維持管理の省力化
が図られたことで、
農業意欲や地域の
農地を守っていこうと
する意欲が高まって
います。

アンケート調査内容
・事業地域内の全39集
落から事業費の多い10
集落を抽出し、それぞれ
集落から各20戸、全体
で200戸にアンケート調
査を実施しました。

調査結果
・農家101戸、非農家58
戸、計159戸から回答を
得ました。（回収率
80％）

③ 事業実施による農
業面での効果（複数回
答）では、79％が「効果
があった」と評価してお
り、特に「農作業が楽に
なった」60％、「農道や
用水路、排水路の維持
管理が楽になった」
40％、などの効果が評
価されています。

⑤ 農村生活環境整備
の効果（複数回答）で
は、75％が「効果があっ
た」としており、「道路の
通行がスムーズになっ
た」51％、「集落内の排
水が改善された」23％な
ど、事業の実施が地域
の生活環境向上に寄与
していることがわかりま
した。

⑦ 自然環境・景観への
影響について、「よい影
響」「変わらない」が自然
環境・景観とも70％に対
して、「悪い影響」2％と
事業による負の影響は
比較的小さかったことが
わかりました。

事業の実施について
は、地域の人ととも
に考え、効率的で効
果的な事業実施を
行っていきたいと考
えています。

箇

所

名

市

町

名

全体事業概要と目的
採択年

度
委員会意見概要

○事業の課題
過疎化や高齢化により、
農地のあぜ草刈りや用
排水路等の維持管理を
農家のみで実施するこ
とが困難な状況になって
きています。また活性化
施設については、より多
くの人に利用してもらう
ための支援が必要と考
えています。

○課題の解決方針
農地・農業用施設の保
全については、「多面的
機能支払」が制度化さ
れ、財政的支援が行わ
れるようになっています
ので、これを推進し地域
の活動を支援します。活
性化施設については施
設の利用方法について
指導・助言をおこない、
指定管理者の協力を得
ながら、利用者拡大に
向けた支援をおこなって
いきます。

H21 3,042

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。

505

紀
南
地
区

熊
野
市

、
御
浜
町

、
紀
宝
町

【全体事業概要】
○農業生産基盤整備

農業用用排水施設整備
L=9.6km、農道 L=8.2km、ほ
場整備 A=12.2ha

農地防災 ため池 3箇
所
○生活環境基盤整備

農業集落道 L=2.0km、
集落防災安全施設 防火用
水 1箇所、
農村公園 1箇所、活性化施
設 1箇所
生態系保全施設整備
L=0.5km

【事業目的】
当事業区域は、熊野市、御
浜町、紀宝町に跨る中山間
地域であり、農地は急傾斜
地・未整備で分散しているな
ど、地理的条件が不利な地
域で、高齢化とも相まって農
地の保全が課題となってい
ます。

こうしたことから、当事業
は、ほ場整備や用水・排水
などの農業生産基盤の整備
を行い農地の汎用化、農作
業の省力化、農業経営の安
定化を図りつつ、あわせて
農業集落道や活性化施設
等の生産環境基盤の整備を
行うことにより、地域の振興
を図ることを目的として実施
されました。

事業方針概要事業の効果
事業の環境面への

配慮及び事業による
環境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

県民の意見 今後の課題

事

業

名

番

号



（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

前回 前回

最終 最終

事
後

６

H20 4,378

H20 4,076

H6

◆費用便益費
B/Ｃ＝１．０２

・港内静穏性の向上
・用地確保による作
業の効率化
・藻場創出による副
次的効果

◆その他の効果
・漁船係留や漁船上
下架の作業性向上
による労働環境改善
・散歩や釣り等の漁
業以外の利用者の
安全性向上
・五ヶ所湾へ避難せ
ずに宿田曽漁港内で
係留可能となりまし
た。

委員会意見概要

◆環境面への配慮
五カ所湾周辺では

魚類の産卵や育成
場となる海藻群が減
少していました。防
波堤の設置について
は、海藻類生息場と
なる岩礁の保全に配
慮しました。

◆環境の変化
＜良い環境の変化
＞

沖防波堤の海域で
は新たな藻場が創出
され、イセエビやアワ
ビ等の生息が確認さ
れました。

＜悪い環境の変化
＞
・防波堤の整備によ
り漁港内の波は弱く
なりましたが、同時に
水の流れも悪くなっ
たため、浮遊物等が
見られるようになりま
した。

◆漁協の合併
経営安定や組織強

化を図るため、2度の
漁協合併を行ってお
ります。

漁協合併により、
年度ごとの事業負担
金を低減する必要が
生じたため、事業が
長期化しました。

◆遠洋漁業の状況
古くからカツオ遠洋
漁業の基地港でし
た。宿田曽地区を拠
点とするカツオ遠洋
漁業は、年間陸揚げ
量18,000トン、年間
陸揚げ金額38億円
あるものの、その陸
揚げは、焼津漁港で
行われています。

◆アンケート調査結果
当漁港の利用者及

び背後住民を対象に実
施したアンケートを実施
しました。主な意見は次
のとおりです。

◇漁港利用者の意見
約８割の漁業者が以

前より良くなったと回答
しています。

◇地域住民の意見
漁業関係者以外では

約７～８割が以前より良
くなったと回答していま
す。

◆今後の漁港整備
漁業者の減少や高

齢化、漁業生産の低
迷、燃油の高騰など
水産業を取り巻く状
況が厳しさを取り巻く
中、漁業活動の拠点
であり、水産物流通
の出発点である漁港
でも、利用する漁業
者や登録漁船などが
減少している状況で
す。

このため、これまで
各漁港で担っていた
流通や水産加工など
を拠点漁港に集約
し、競争力強化を図
る必要があり、選択
と集中による漁港の
拠点化を進めていき
ます。

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。
なお、今後の社
会情勢の変化に
対応し、より一
層事業効果が発
現するよう、地
域の漁業振興を
図られたい。

全体事業概要と目的 事業の効果
採択年

度

箇

所

名

市

町

名

事業方針概要

漁業者の減少や高齢
化、漁業生産の低迷、
燃油の高騰など水産業
を取り巻く状況が厳しく
なっています。
このような課題解決に向
け、今後は、競争力を強
化するために、これまで
各漁港で担ってきた流
通や水産加工などを拠
点漁港に集約し、選択と
集中による漁港の拠点
化を図るよう努めていき
ます。また、水産業の担
い手確保・育成のため
に、市町、漁協や三重
県漁業担い手対策協議
会等と連携し、漁村の受
け入れ体制の強化や定
着支援対策の充実を進
めることで、地域の漁業
振興に努めていきます。

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への

配慮及び事業による
環境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

事

業

名

番

号
【全体事業概要】

沖防波堤(L=300.0m)
中防波堤(L=100.0m)
宿防波堤（L=100.0m）
西防波堤（L=65.0m）
突堤(L=40.0m)
岸壁（L=21.0m)
道路(L=626.0m)
用地(A=15,000㎡)
用地護岸(一式)

506

広
域
漁
港
整
備
事
業

宿
田
曽
地
区

南
伊
勢
町

【事業目的】
台風及び発達した低気圧

の際、防波堤からの越波や
港口からの侵入波を防ぐた
め、防波堤等の整備を行
い、漁業活動の効率化及び
安全性の向上を図りました。
また、用地が不足し、陸揚

げや準備作業にも支障をき
たしていたため、用地確保
の整備を行い、漁業活動の
効率化を図りました。



（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

前回 前回

最終 最終

事
後

７

アンケート調査の結果、
事業完了後においても、
全体の３４％の方が河
川の氾濫に不安を感じ
ていることがわかりまし
た。

住民の方々に河川事業
の事業内容や事業効果
を正しく理解していたくこ
とが重要と考えていま
す。
今後、同様の事業を行う
際は、住民の方々がな
ぜ不安に感じているの
かを明らかにするととも
に、事業説明会等を通じ
て、事業効果や不安に
感じていることについて
十分に説明を行い、正し
く理解していただけるよ
うに努めます。

S56

H23

二
級
河
川
大
堀
川

総
合
流
域
防
災
事
業

伊
勢
市

【全体事業概要】
全体事業費 4,812百万円
計画延長 L=3,540m
・築堤工 L=6,000m
・掘削工 V=107,000m3
・護岸工 L=6,000m
・橋梁工 2橋
・水門 1基
・樋門樋管 12基
・用地補償 1式

【事業目的】
大堀川沿川の浸水被害を防
止するために、河道拡幅や
河床掘削等の改修を行い、
流下能力の確保および治水
安全度の向上を図る。

507

(1)河川美化活動の
啓発

アンケート調査結果
より、80％程度の方
が河川の美化活動
に興味をあることが
伺えることから、今
後、さらに多くの地域
住民の方に参画して
いただけるような働
きかけが必要であ
る。

(2)地域住民への充
分阿事業説明が必
要

長期間にわたる事業
では、工事説明会や
工事見学会を行うな
ど、地域住民へ積極
的に情報提供を行
い、事業の進捗状況
等を周知する必要が
あります。

(3)事業効果の説明

事業完了後も約1/3
の方が、河川の氾濫
について「常に不安
を感じる」と回答して
いることから、不安と
感じる内容を把握す
るとともに、安心して
生活していただける
よう、きちんと事業効
果を説明する必要が
あると考えています。

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。

5,128

H22 4,812

河
川
事
業

(1)浸水被害の軽減
河川事業が完了した
平成２３年９月には、
過去に浸水被害が
発生した平成１０年５
月の洪水を超える雨
量が観測されている
が、家屋浸水被害は
発生していません。

(2)河川水位の低下
効果
事業実施後における
河川水位は、浸水被
害発生時より低下し
ています。
H10.5 24時間連続
138㎜
河川水位 2.37m
H23.9 24時間連続
136㎜
河川水位 1.90m

(3)水防団待機水位
を超過した回数が減
少
大堀川新橋観測所
における水防団待機
水位を超過した回数
について、事業完了
前に比べて事業完了
後は減少傾向にあ
る。

(4)大堀川防潮水門
の整備効果
水門の整備により高
潮発生時の浸水被
害を軽減できます。

(1)自然環境への配
慮
自然環境への配慮と
しては、河道が単調
とならないようにする
ため、掘削後の河床
にはスポット的に捨
石工を施したり、河
床に変化を持たせる
ことなどにより、多様
な河川環境の保全に
努めました。

(2)環境の変化
河川改修工事後5年
が経過し河道内に植
生がみられ河床に変
化を持った河道と
なっています。今後、
年月が経過すれば
河川環境もさらに多
様性が増してくると
考えられます。

(1) 関連する周辺事
業の進捗
大堀川の改修事業
完了と合わせ、支川
の東新堀川の改修
がH23年度に完了
し、大堀川流域の治
水安全度が向上しま
した。

(2)人口等の変化
前回（H20）再評価時
と比較して、大堀川
流域における、伊勢
市（柏町）、明和町
（赤坂地区、斎宮地
区、明星地区）の人
口、世帯数ともに増
加しています。
<人 口>

平成6年：5,936人
平成20年：6,176人
平成25年：6,251人

<世帯数>
平成 6年：1,679世帯
平成20年：2,049世帯
平成25年：2,249世帯

(1)アンケートの目的
アンケートは河川改修を
実施したことによる安心
感などを調査し、事業効
果の確認や事業に関す
る課題を把握し、今後の
同種事業に反映するこ
とを目的に実施しまし
た。

調査数：247世帯
有効回答数：191世帯
回収率：77％

(2)アンケート結果の分
析
・ 75％の方が、大堀川
のはん濫の危険を感
じ、そのうち41％の方
は、「昔は感じたが今は
感じない」と回答してい
ることから、河川改修に
よる住民の安心感が向
上していることが伺えま
す。

・ 工事に関する満足度
は67％の方は「満足」
「どちらかといえば満足」
と感じ、その理由として
は大雨時の浸水がなく
なったことへの意見が多
く、一方、21％の方は
「不満」「どちらかといえ
ば不満」と感じ、その理
由として、草刈りの要望
や事業の長期間に対す
る意見が多かったことが
挙げられます。

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

県民の意見 今後の課題 委員会意見概要 事業方針概要

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

全体事業概要と目的
採択年

度
事業の効果

事業の環境面への
配慮及び事業による

環境の変化



（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事
後

８

砂
防
事
業

508

丈
六
谷
川

菰
野
町

【全体事業概要】
全体事業費：630百万円
・堰堤工：3基
・既設床固工修復工：3基

H12

H16 500

①事業完了後、土石
流による人家や道路
等への被害はなく、
保全している。

②費用対効果
Ｂ／Ｃ＝1.33 ＞1.0

③その他の効果
・山林森林保全効果
・交通途絶による機
会損失の防止（県道
朝明渓谷線）
・波及的効果

・工事箇所の希少種
の移植を行うことで
植生環境への影響を
抑えた。

・朝明川上流域には
朝明渓谷、朝明キャ
ンプ場があり、日帰
りも宿泊も可能な人
気のレジャー施設と
なっている。近年の
アウトドア志向の高
まりにより、鈴鹿国
定公園に位置し豊か
な自然を持つこの地
域の人気、価値はま
すます高まってい
る。

77％が丈六谷川が土
石流危険渓流であるこ
とを知らなかった。
60％が砂防堰堤の工
事により安心感が向上
したと評価している。
・安心感が向上したとは
思えない理由として、
「工事の効果が分かりに
くいため」という意見が
多かった。
・67％が砂防事業の今
後にのあり方について、
ハード対策とソフト対策
を並行して進めるべきで
あると考えている。

・危険箇所や避難場
所がわからないとい
う意見があることか
ら、町の防災対策部
局と連携しながら、
危険箇所や避難場
所が住民に対して周
知が図られるように
市町を支援すること
が重要である。
・事業の効果が分か
りづらいという意見
が多く、事業が完了
しても安心して暮ら
せるようになったと感
じる人の割合が少な
いため、事業効果の
説明方法について工
夫が必要である。

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。

危険箇所については、
土砂災害警戒区域等の
指定を推進し、市町及
び県民への情報提供に
努めるとともに、市町が
作成するハザードマップ
等を通じて、危険箇所や
避難場所が住民に対し
て周知が図られるように
市町を支援するように努
めます。また、事業の実
施にあたっては、事業説
明会等において事業の
効果をわかりやすく説明
し、住民の方に事業によ
り安心して暮らせるよう
になったと感じてもらえ
るように努めます。

【事業目的】
土石流による災害から人家
や道路等を保全することを
目的として、砂防事業を実
施した。

H21
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（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事
後

９

【全体事業概要】
全体事業費：950百万円
・堰堤工：1基
・垂直壁：3基
・渓流保全工：165m

H12

H16 750

①事業完了後、土石
流による人家や道路
等への被害はなく、
保全している。

②費用対効果
Ｂ／Ｃ＝1.17 ＞1.0

③その他の効果
・山林森林保全効果
・交通途絶による迂
回損失の防止（県道
小船紀宝線）
・波及的効果

・生態系等の環境へ
の影響を抑えるため
に渓流保全工で植生
が繁茂しやすいブ
ロックを採用した。

・高齢化が進み、避
難困難者が増加す
る。
・近年日本各地で発
生している土砂災害
と降雨量の関係を見
ると、一年に発生す
る土砂災害発生件
数と１時間当たりの
降雨量が５０ｍｍを
超える回数が増加傾
向にあり、土石流・立
木災害が発生する危
険性が高くなってい
る。

45％が中野谷川が土
石流危険渓流であると
いうことを知っていた。
53％が砂防堰堤の工
事により安心感が向上
したと評価している。
・安心感が向上したとは
思えない理由として、
「工事の効果が分かりに
くいため」という意見が
多かった。
・66％が砂防事業の今
後にのあり方について、
ハード対策とソフト対策
を並行して進めるべきで
あると考えている。

・事業の効果が分か
りづらいという意見
が多く、事業が完了
しても安心して暮ら
せるようになったと感
じる人の割合が少な
いため、事業効果の
説明方法について工
夫が必要である。
・危険箇所や避難場
所がわからないとい
う意見があることか
ら、町の防災対策部
局と連携しながら、
危険箇所や避難場
所が住民に対して周
知が図られるように
市町を支援すること
が重要である。

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。

事業の実施にあたって
は、事業説明会等にお
いて事業の効果をわか
りやすく説明し、住民の
方に事業により安心して
暮らせるようになったと
感じてもらえるように努
めます。また、危険箇所
については、土砂災害
警戒区域等の指定を推
進し、市町及び県民へ
の情報提供に努めると
ともに、市町が作成する
ハザードマップ等を通じ
て、危険箇所や避難場
所が住民に対して周知
が図られるように市町を
支援するように努めま
す。

【事業目的】
土石流による災害から人家
や道路等を保全することを
目的として、砂防事業を実
施した。

H22 950

県民の意見 今後の課題 委員会意見概要事業の効果
事業の環境面への

配慮及び事業による
環境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化
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（添付ファイル 第9号様式）

（単位：百万円）

平成２６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

完了年度 総事業費

前回 前回

最終 最終

事
後

1
0

海
岸
事
業

510

五
ヶ
所
港
海
岸

海
岸
環
境
整
備
事
業

南
伊
勢
町

【事業目的】
五ヶ所港中津浜浦地区は、伊
勢の南玄関と言われる南伊
勢町（旧南勢町）の五ヶ所湾
の中央部に位置しており、海
と山とを結んだ奥志摩地域の
海洋性リゾートとして、今後の
発展が期待されています。し
かし、南伊勢町には海水浴に
適した浜が存在しなかったこ
とから、本事業により海水浴
を楽しむ事ができる人工海浜
を整備することにより、五ヶ所
港周辺のレクリエーション施
設等と共に総合的なレクリ
エーション機能が発揮され、
周辺地域の振興・発展に寄与
することを目的として事業を実
施しました。また、地域行事な
どが開催される、地元の憩い
の場としての利活用を期待し
ていました。

【全体事業概要】
護岸工 320m
突堤工 245m
潜堤工 163m

人工海浜 42,020m3

遊歩道 5,000m2

植栽 1,660m2

便所、更衣室・シャワー 1式

H8

H20 1,474

H22 1,401

県民等による施設の利
用を想定する事業につ
いては、海岸清掃や施
設管理を海岸管理者の
みで対応することは限
界があり、事業効果を継
続して発揮するために
は、地元自治体・地元住
民との連携も考慮した
計画とする必要がありま
す。
当事業である五ヶ所港
海岸中津浜浦地区の海
浜公園においては、海
岸清掃や施設管理に関
して、地元自治体・地元
住民と連携した維持管
理運営システムを構築
しています。今後もこの
体制が継続できるよう十
分調整を図っていきま
す。
また、今後同様の事業
を行うときは、計画段階
から地元自治体に加
え、地元住民の意見を
取り入れ、事前に地元と
連携した維持管理運営
システムを構築するな
ど、地元調整を図ってい
きます。

事業の効果につ
いては評価結果
の妥当性を認め
る。
なお、県民等に
よる施設の利用
を想定する事業
については、完
成後の管理方法
などについて、
地元自治体、地
元住民との連携
も考慮した計画
とされたい。

今後の課題 委員会意見概要 事業方針概要

・海浜公園として整
備されたことから、背
後地から海岸へのア
クセス性が向上しま
した。

・海水浴場がなかっ
た南伊勢町内に海水
浴を楽しむことがで
きる人工海浜が創出
され、海水浴シーズ
ンには約700人の方
が海水浴に訪れるよ
うになり、海浜公園
には年間5000人の
利用者が訪れるよう
になりました 。

・中津浜浦海浜公園
の駐車場や広場は、
地域行事の盆踊り等
の会場や関西の小
学校の体験学習等を
兼ねた修学旅行の
コースの一つとして
利用されています。

・養浜材料は、背後
地への飛砂の防止
や海岸環境への影
響に配慮して、もとも
と存在した浜の構成
材料と同様の粒径の
養浜材料を用いまし
た。

・人工海浜（突堤・潜
堤・養浜）の整備によ
り、漂流ゴミが漂着し
やすくなったため、地
元と協力して対応し
ています。

・東日本大震災の経
験から、住民や海浜
公園利用者の安全を
守るため、避難場所
や避難路を示す看板
等が整備されていま
す。

・海浜公園の整備に
より、海岸に広いス
ペースが創出され、
盆踊りなどの地域行
事が行われるように
なりました。

全体の満足度としては
84％の方が「満足」・「ど
ちらかと言えば満足」と
回答しています。そのう
ち34％が「災害に対する
安心感が高まった」、
20%が「海辺が利用しや
すくなった」と回答してお
り、人工海浜の整備は
一定の評価を得ている
ものといえます。一方、
16%の方が「不満」、「ど
ちらかというと不満」と回
答しており、そのうち35%
（全体の5%）が「計画に
住民の意見が反映され
ていない」と回答してい
ることから、住民とのさ
らに踏み込んだ合意形
成が課題として残さてい
ると考えられます。

・今回の事業では費
用便益比からみて、
当初の計画を下回っ
てはいますが、県内
からだけでなく県外
からも海浜公園をレ
クレーションの場とし
て利用されており、
事業効果が一定程
度発揮されていると
考えていますが、今
後同一の事業を実施
する場合は、利用者
予測をより詳細に精
査したうえで、事業
効果を把握します。
また、海岸環境整備
事業の効果を今後も
発揮し続けられるよ
うに、今回実施した
アンケート調査結果
等を参考にしつつ、
さらなる利用促進を
図っていきたいと考
えています。

・維持管理運営シス
テムについては、海
岸清掃や施設管理、
イベント活用等を地
元自治体、地元住民
と連携し、現在実施
していることから、今
後もこのような維持
管理体制が継続でき
るようにします。
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